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火山対策編 
 

 

 

第１章 災害予防計画 
 

第１節 火山災害に強いむらづくり 

 

(全 課) 

 

第１ 基本方針 

南箕輪村は、地域の特性に配慮しつつ、火山災害に強いまちづくりを行う。県内及び近隣に

は10の活火山があり、比較的、南箕輪村に近いのは御嶽山である。距離的にも、爆発・噴火に

よって甚大な被害を被る危険性は少ないが、その規模によっては、降灰程度の被害が考えられ

るため、常に万全の注意を払い、災害発生時には迅速かつ的確な応急対策をとる必要がある。 

 

 

第２ 計画の内容 

村は、防災の第一次責任を有する基礎的地方公共団体として、火山噴火等にかかわる災害か

ら村の地域、住民並びに一般観光客の生命、身体、財産を保護するため関係機関の協力を得て

火山災害対策活動を実施する。特に近年の住宅環境の変化やライフライン等への依存の増大に

より、災害の及ぼす影響も多様化しており、災害に強いまちづくりが必要となっている。 

 

１ 火山災害に強いまちの形成 

(１) 必要に応じ、警戒避難対策の推進、住民等への情報提供等を効果的に行うため、火山

災害にも考慮した防災マップ等の整備を推進する。 

(２) 道路情報ネットワークシステム等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。 

 

２ 火山災害に対する建築物等の安全性 

不特定多数の者が利用する建築物等については、火山災害に対する安全性の確保について

も配慮する。 

 

３ ライフライン施設等の機能の確保 

上水道等の施設の火山災害に対する安全の確保を図るとともに、系統多重化、代替施設の

整備等による代替性の確保を進める。 

 

 



〈火山〉 災害予防計画 

- 火－1－2 - 

４ 降灰対策 

火山噴火に伴う降灰が火山周辺地域の住民の生活等に及ぼす支障を軽減することに努める。 

 

５ 災害応急対策等への備え 

災害が発生した場合の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための備えを

平常時より十分行うとともに、職員、住民個々の防災力の向上を図るとともに、人的ネット

ワークの構築を図る。 
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第２節 災害発生直前対策 

 

(全 課) 

第１ 基本方針 

火山災害の発生の恐れがある場合に、円滑な災害応急対策が実施できるよう、あらかじめ住

民に対する情報伝達体制、避難誘導体制を整備しておく必要がある。 

 

 

第２ 計画の内容 

１ 住民に対する情報の伝達体制の整備 

(１) 住民に対する情報の伝達の整備、噴火警報等の発表の基準伝達経路については、別紙

１のとおりであるが、村は、県及び気象台、周辺市町村、関係機関との連携をとりなが

ら、火山活動に異常が生じた際に、情報伝達活動が円滑に行えるよう体制の整備を図る。 

（２）別紙１（１）の伝達経路により、噴火警報･予報及び火山の状況に関する解説情報の通

報を受けた時は、必要により住民等等により広報活動を行うものとする。 

 

２ 避難誘導体制の整備 

村は、火山噴火等により住民の生命、身体等に危険が生じるおそれのある場合に、迅速か

つ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成しておく。 

(避難誘導体制については風水害等対策編第２章第１１節「避難の受入活動計画」を準用する。) 

 

第３節 情報の収集・連絡体制計画 

 第１ 基本方針 

 災害時には各機関が出来る限り早期に的確な対策を行うことが求められてところであり、

迅速、確実な情報の収集が必要である。 

 第２ 主な取組み 

  １ 防災関係機関は情報収集ルートの設定等情報収集・連絡体制の整備を図り、わかりやす

い情報提供、関係機関の連携強化に努める。 

  ２ 確実に情報が伝達されるよう情報伝達手段の多ルート化等を推進する。 

 第３ 計画の内容 

  １ 情報の収集・連絡体制の整備 

   噴火警報（噴火警戒レベルを含む。以下同じ。）、火山の状況に関する解説情報（臨時）、噴

火速報等の火山防災情報を住民等に伝達する体制を整備する。 

(１) 噴火警報・予報 

噴火警報：気象業務法第13条の規定により，気象庁地震火山部火山監視・警報センター

が、居住地域や火口周辺に重大な影響を及ぼす噴火の発生が予想される場

合に、予想される影響範囲を付した名称で発表する。なお、活動火山対策

特別措置法第12条に規定される火山現象に関する情報は，噴火警報として
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取り扱う。 

噴火予報：気象業務法第13条の規定により，気象庁地震火山部火山監視・警報センター

が，火山活動が静穏(平常)な状態が予想される場合に発表する。また、噴

火警報の解除は，噴火予報で発表する。 

  

○ 噴火警報及び噴火予報の発表基準等(御嶽山) 

予報及び 

警報の名称 
略称 発 表 基 準 レベル 警戒事項等 

 

噴火警報 

(居住地域) 噴火警報 

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が切

迫している状態と予想される場合 
レベル５ 避 難 

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発

生する可能性が高まってきていると予想

される場合 

 

レベル４ 

 

 

避難準備 

 

噴火警報 

(火口周辺) 

火口周辺 

警報 

居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす

噴火が発生すると予想される場合 
レベル３ 入山規制 

火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生する

と予想される場合 
レベル２ 

火口周辺 

規制 

噴火予報 ― 
噴火活動が静穏な状態が予想される場合

(噴火警報解除時) 
レベル１ 平 常 

 

(２) 火山の状況に関する解説情報 

火山性地震の回数など火山活動の状況を知らせる場合に発表する。 

 

(３) 火山活動解説資料 

防災活動の利用に適合するよう火山観測の成果、統計及び調査の成果等を編集した資料

で定期的に、または必要に応じ作成し発表する。 

 

火山活動解説資料の伝達系統図は、別紙１(２)のとおり。 

 

３ 異常現象の通報 

住民は、噴煙や噴石、鳴動や降灰など火山に関する異常を発見した場合は、ただちに村長

又は警察官に通報するものとする。村長等は、住民から災害発生のおそれのある異常現象の

通報を受けた時は、その旨を速やかに関係機関に伝達するものとする。 

 

異常現象の通報系統図は、別紙２のとおり。 
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別紙１ 噴火警報・予報等の通報伝達系統 

 

(１) 噴火警報・予報、火山の状況に関する解説情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第７条第１項の規定に基づく法定通知機関。 

＊ 東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社の関係市町村への伝達は、「噴火警報・予報」

に限る。 

(２) 火山活動解説資料の伝達系統図 

 

 

 

 

 

(注１) 「防災関係機関」とは、気象庁が整備した防災情報提供システムを利用している国の機関、電力

会社、鉄道会社及び公益法人等をいう。 

(注２) 「関係機関」とは、各市町村地域防災計画に定める、市町村の機関(現地機関、消防団、小中学校

など)及び防災上関連のある機関をいう。 

 

別紙２ 異常現象の通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発見者 県現地機関 

隣接市町村等 

南箕輪村 

 

 

警察署 警察官 

県 

(危機管理防災課) 

 

 

警察本部 長

野

地

方

気

象

台 

(     )は副系統を示す) 

 

 

 

南箕輪村 

南箕輪村 
気象庁地震火山部火 

山課火山監視・警報

センター 

 

長野地方気象台 

県 

（危機管理防災課） 

気象庁地震火山部火
山課火山監視・情報セ
ンター

長野地方気象台
県（危機管理
　　防災課）

警察本部

報道機関

東日本電信電話株式会社＊

又は

西日本電信電話株式会社＊

関東管区警察局

喬木村

関係警察署 交番・駐在所

住　民

関係機関

ＮＨＫ長野放送局

気象庁地震火山部火山課

火山監視・警報センター 

南箕輪村 

南箕輪村 
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第２章 災害応急対策計画 

 

第１ 基本方針 

火山災害が発生した場合は、住民の生命・身体の保護又は被害の拡大防止のため、災害応急

対策活動を実施する。 

 

第２ 計画の内容 

風水害等対策編第３章「災害応急対策計画」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害復旧計画 

 

第１ 基本方針 

被災者の生活再建を支援し、再度災害の防止に配慮した施設の復旧等を図り、より安全性に

配慮した地域振興のための基礎的な条件づくりを目指すため、復旧・復興の基本方向を決定し、

その推進に当たり必要な場合は、他の地方公共団体の支援を要請する。 

 

第２ 活動の内容 

風水害等対策編第４章「災害復旧計画」を準用する。 

 


